
■高槻市は、ウェブラジオの本格放送を開始した。

これは、同市がインターネット上で音楽や地域

情報などをラジオ放送のように発信するウェブラ

ジオの本格放送を開始したものである。市民活動

の活性化や情報発信力の向上などを目的に、市民

との協働で昨年７月から市ホームページ上で試験

放送を行っていたが、本格放送の開始に伴い放送

内容もより充実し、同市で活動する個人や団体を

紹介する「市民活動レポート」などの番組を放送

する。 （２月１４日）

■豊中市は、「福祉なんでも相談窓口」を開設した。

これは、同市が住民からの身近な福祉相談に応

じる窓口を開設したものであり、運営は豊中市社

会福祉協議会に委託し、研修を受けた地域のボラ

ンティアが一次的に相談業務を行う。おおむね小

学校区ごとに実施予定で、平成１６年度はモデル的

に４地区で実施されている。また、この窓口を活

用して、地域住民や地域活動を行う人々が集い、

交流し、ふれ合うことのできる地域福祉活動拠点

事業を運営するとしている。 （２月２１日）

■堺市では、「さかい発ビジネスプランオーディシ

ョン２００４」が実施された。

これは、起業、第２創業、新分野進出を目指す

人が、事業協力者や潜在的な顧客に向けて自分の

目指す事業を情報発信し、事業展開の可能性を広

げることを目的として、同市、（株）さかい新事

業創造センター及び堺商工会議所が実施したもの

である。最終審査では、１次審査を通過した５名

が金融機関等事業協力者の前で、それぞれの事業

プランのプレゼンテーションを行い、グランプリ

受賞者が決定した。グランプリ受賞者は、賞金

５０万円のほか、堺市創業者支援資金融資の融資

対象者となるなどの事業化支援の各種特典を受け

ることができる。 （２月１９日）

■岸和田市では、「きしわだ環境市民会議」が設立

された。

これは、市民（個人・団体・グループ）と事業

者、行政がパートナーとして、「地球環境を守り

たい」「自然と共生したい」「市域のより良い環境

を確保したい」などの思いを持ち寄り、「泉州か

らふるさと地球を考えよう」を合言葉に、協力・
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協働して環境の改善や負荷の低減に取り組むもの

である。設立総会には１５０名を超える市民が参加

し、記念講演に引き続き、市民会議の規約や役員

が承認され、その後、「生活環境」「自然環境」

「産業環境」「温暖化対策」「環境教育」に分かれ

て第１回部会会議が開催された。 （２月１３日）

■松原市は、高齢者・障害者のごみ出しを支援する

「ふれあい収集」を開始した。

これは、同市が一人暮らしの高齢者・障害者な

ど、家庭ごみを収集場所まで出すことが困難な世

帯を対象に、門前、玄関先までごみ収集に行く

「ふれあい収集」を始めたものである。希望者か

ら申込書の提出を受け、職員が訪問調査を行い実

施する。 （３月１日）

■八尾市では、グリーン配送を推進するための懇談

会が設置された。

これは、地球温暖化を防ぐため、官民が協働で

二酸化炭素や窒素化合物の排出量を減らそうと、

トラックを使った配送業務が多い事業者らが低公

害車を利用する「グリーン配送」の推進に向けた

懇談会が立ち上げられたものである。同懇談会へ

は、「グリーン配送」に賛同する市民団体や市内

スーパー等の事業者、市が参加しており、来年度

に予定されている「グリーン配送推進協議会」の

本格設置に向けて、現状や問題点、今後の取組に

ついて自由な意見交換がなされる。 （２月２２日）

■守口市は、財政危機対策指針を策定した。

これは、同市が財政状況、中期財政収支見通し、

これまでの行財政改革の取組と今後の財政健全化

に向けた指針を策定したものである。対策期間は

平成１７～２３年度の７年間で、毎年度２０～２６億

円の効果額を目標にしており、四半期ごとに、取

組状況や数値目標の達成状況を調査し、計画の進

行管理を行うとしている。 （２月２２日）
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● 総務省は、地方公共団体における外部監査制度

に関する調査結果を発表した。

それによると、平成１４年度において、政令市及

び中核市を除く市区町村で、包括外部監査制度を

導入している団体は１１団体、個別外部監査制度の

条例を制定して、監査を実施する体制が整ってい

る団体は３８団体となっている。 （２月４日）

●総務省は、地方公共団体における情報セキュリテ

ィポリシーの策定及び個人情報保護条例の制定状

況について、調査結果を発表した。

それによると、平成１７年１月１日現在において、

情報セキュリティポリシーを策定している市区町

村は２,３９０団体（８２.６％）、個人情報保護条例を制

定している市区町村は２,４８２団体（８５.８％）であ

り、都道府県については、すべての団体が情報セ

キュリティポリシーの策定及び個人情報保護条例

の制定を行っている。 （２月１７日）

●総務省は、市区町村が住民異動届（転出届、転入

届、転居届、世帯変更届）を受理する際、本年１０

月から届出人に運転免許証などの写真付き証明書

の提示を求め、本人確認を厳格に行うように市区

町村に通知した。

なお、写真付きの証明書を持っていない人に対

しては、健康保険証や年金手帳といった書類の提

示を求めるほか、家族構成などを口頭で質問し、

本人確認をするとしている。 （２月２３日）
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